
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
 
 
 
 
 
 
 ☆『７０歳雇用支援アドバイザー』のご利用を・・・☆ 

  ・高齢者が活き活きと働くための職場改善、働く形態に合 

   わせた賃金制度、人事管理制度見直し等、専門的立場か 

   らアドバイスさせていただきます。（無料） 

  ・元気で働く意欲のある高齢者のために、７０歳まで働け 

   る企業の普及・促進に努めるとともに、６５歳以上の方 

   が働いている先進企業の事例収集に努めておりますので、 

   お知らせください。（お伺いします。） 

 

～意欲と能力があれば、年齢にかかわりなく働ける社会の実現を目指して～ 

 

 

～70 歳まで働ける企業とは～ 

①70 歳以上の定年を定めた企業 

②定年の定めを廃止した企業 

③70 歳以上までの継続雇用制度などの 70 歳

まで雇用する制度を導入している企業 

④企業の実情に応じて何らかの仕組みで 70

歳以上まで働くことのできる企業 

お問い合わせは・・・ 

 大阪労働局職業安定部職業対策課                  ０６－４７９０－６３１１ 

 社団法人大阪府雇用開発協会（７０歳雇用支援アドバイザーについて） ０６－６３４６－０２２９ 

 

 
少子高齢化の急速な進展の中で、高い就労意欲を有する高年齢者が長年培った知識と経験を活かし、社会の支え

手として意欲と能力のある限り活躍し続ける社会が求められています。 

 このため、高年齢者の雇用の安定等に関する法律（高年齢者雇用安定法）第９条により、６５歳未満の定年の定

めをしている事業主は、高年齢者の６５歳までの安定した雇用を確保するため、次の①から③のいずれかの措置（高

年齢者雇用確保措置）を講じなければなりません。 

 

① 定年の引上げ 

② 継続雇用制度の導入 

③ 定年の定めの廃止  
 

なお、②の継続雇用制度については、原則は希望者全員を 

対象とするような制度の導入が求められますが、各企業の実 

情に応じ労使の工夫による柔軟な対応が取れるよう、事業主 

が、労使協定により、継続雇用制度の対象となる高年齢者に 

係る基準を定め、当該基準に基づく制度を導入したときは、 

②の措置を講じたものとみなされます 

☆ご注意☆ 

～継続雇用制度の基準を労使協定が調わないため 

就業規則で定めている事業主の皆さまへ～

特例措置期間は次のとおり、切れることになります。

 大 企 業（301 人以上）平成２１年３月３１日まで 

 中小企業（300 人以下）平成２３年３月３１日まで 

継続雇用制度の対象となる高年齢者の基準を労使協定

によらず、就業規則のみで定めている場合、上記期日まで

に以下のいずれかの取組を行ってください。 

①継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準につ

いて労使協定を締結する。 

 ②「定年の定めの廃止」「定年の引上げ」「希望者全員の

継続雇用制度」のいずれかを実施する。 



（注）：（ ）内は既に 65 歳以上 70 歳未満の希望者全員の継続雇用制度導入があった場合の額

 

（１）60 歳以上 65 歳未満の定年を定めている中小企業事業主 

 ①65 歳以上への定年の引上げ 

 ②定年の定めの廃止 

 ③希望者全員を対象とする 70 歳以上までの継続雇用制度の導入

 

（２）65 歳以上 70 歳未満の定年を定めている中小企業事業主 

 ①70 歳以上への定年の引上げ 

 ②定年の定めの廃止 

 ③希望者全員を対象とする 70 歳以上までの継続雇用制度の導入

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
７０歳まで働くことのできる中小企業を支援するため、６５歳以上への定年引上げや
定年の定めの廃止、さらに希望者全員を対象として７０歳以上までの継続雇用制度を
導入した事業主に対して支給されます。 
（過去に継続雇用定着促進助成金を受給された事業主も対象となります。） 

                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

 

 

 

 

傘下の中小企業事業主に対する高年齢者雇用確保措置の導入その他必要な雇用環境
の整備に係る相談・指導等を実施した事業主団体に対し、支給されます。 

 
                            
 

定年 

年齢 

企業規模 

（人） 

定年引上げ 

（65 歳以上 

70 歳未満） 

定年引上げ 

（70 歳以上）

又は定年の

廃止 

希望者全員

70 歳以上継

続雇用制度

の導入（注）

1～9 ４０ ８０ ４０（２０）

10～99 ６０ １２０ ６０（３０）
60 歳以上 

65 歳未満 
100～300 ８０ １６０ ８０（４０）

1～9 ― ４０ ２０ 

10～99 ― ６０ ３０ 

65 歳以上 

70 歳未満 

100～300 ― ８０ ４０ 

事業主団

体の規模

（傘下企

業数） 

総支給 

上限額 

（万円） 

前期支給 

上限額 

（万円） 

後期 

支給額

30～100 １００ ５０ 

101～200 ２００ １００ 

201～ ３００ １５０ 

事業実

施後の

確保措

置の導

入率に

応じ支

給 

 

☆ ７０歳まで働ける  

私も企業もいきいき元気 ☆ 

中小企業定年引上げ等奨励金

支給対象事業主 支給額（万円）

中小企業高年齢者雇用確保実現奨励金 

中小企業 

事業主団体 

傘下企業数が 30 社以上

かつ全体に占める中小

企業の割合が 2/3 以上 

○商工会議所 

○商工会 

○商店街振興組合 

○事業協同組合  

        等 

【事業実施】 

傘下企業の個別事情に精通している事業主団体が、

以下の取組みを行う。 

①傘下企業に対する確保措置導入状況等の調査 

②確保措置の導入等に関する説明会の開催 

③確保措置の導入等に関する相談・指導 

・確保措置の導入 

・確保措置の内容の充実（労使協定締結の促進、希

望者全員の制度への改善等） 

傘下

企業

傘下

企業

お問い合わせ先  社団法人大阪府雇用開発協会  ＴＥＬ：０６－６３４６－０２５３ 

         〒５３０－０００１ 大阪市北区梅田１－１２－３９ 新阪急ビル８階 

厚生労働省 大阪労働局 ハローワーク 


